
様式第８号の２　（表面）

１　届出受理番号 -特-
２　事業所名

３　活動状況(国内）

　(1)　構成員のみを求人者とするもの

項　　目

2 人 5 人 0 人日 0 人日 0 人 3 件 3 人 0 人 0 人日 0 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

2 人 5 人 0 人日 0 人日 0 人 3 件 3 人 0 人 0 人日 0 人日

項　　目

2 人 1 件

人 件

人 件

人 件

2 人 1 件

　(2)　構成員のみを求職者とするもの

項　　目

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

0 人 0 人 0 人日 0 人日 0 人 0 件 0 人 0 人 0 人日 0 人日

項　　目

人 件

人 件

人 件

人 件

0 人 0 件

　(3)　求人・求職とも構成員とするもの

項　　目

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 人 人 人日 人日

0 人 0 人 0 人日 0 人日 0 人 0 件 0 人 0 人 0 人日 0 人日

項　　目

人 件

人 件

人 件

人 件

0 人 0 件

1 人 4 人 2 人 3 人 1 件

人 人 人 人 件

人 人 人 人 件

人 人 人 人 件

1 人 4 人 2 人 3 人 1 件

５　職業紹介の業務に従事する者の数

人

６　従業員教育

人

人

人

職業安定法第33条の３第２項において準用する同法第32条の16第１項の規定により上記のとおり報告します。

令和 6 年 4 月 1 日

⑧氏名又は名称

厚生労働大臣　殿

②　　求　　　　職

有効求
職者数

新規求職
申込件数

(日本産業規格Ａ列４）

労働協同組合　無料職業紹介所

①　　　求　　　　　人 ②　　求　　　　職

00000145

日雇求
人延数

有効求
職者数

③　　　就　　　　　職

常用就職件数
臨　　時
就職延数

日　　雇
就職延数無期雇用 それ以外

新規求職
申込件数

特別の法人 無料職業紹介事業報告書

日雇求
人延数

有　効
求人数

求　人　数

取扱
業務等の区分

計

050 施設介護の職業

有　効
求人数 常　用

求人数
臨時求
人延数

有　効
求人数 常　用

求人数
臨時求
人延数

求　人　数

計

日雇求
人延数

求　人　数

①　　　求　　　　　人

④　　離　　　　職

取扱
業務等の区分

日時 教育内容

1

従業員数

計

４　活動状況（国外）（相手国別・総計）

⑤　求　　人

有　効
求人数

求人数

項　　目

取扱
業務等の区分
050 施設介護の職業

計

相手国

ベトナム VNM

無期雇用
（6ヶ月以内／解雇除く）

離職 不明

離職 不明

取扱
業務等の区分

無期雇用
（6ヶ月以内／解雇除く）

取扱
業務等の区分

計

　　　　　　　　　　　　労働協同組合　

③　　　就　　　　　職

常用就職件数
臨　　時
就職延数

日　　雇
就職延数無期雇用 それ以外

③　　　就　　　　　職

常用就職件数
臨　　時
就職延数

日　　雇
就職延数無期雇用 それ以外

④　　離　　　　職

⑥　求　　職

有効求
職者数

新規求職
申込件数

⑦　就職
　　件数

有効求
職者数

①　　　求　　　　　人 ②　　求　　　　職

新規求職
申込件数常　用

求人数
臨時求
人延数

計

④　　離　　　　職

取扱
業務等の区分

無期雇用
（6ヶ月以内／解雇除く）

離職 不明

取扱
業務等の区分

計

3月末日時点で、充足がまだできておらず、

且つ、求人票が有効期限内である求人の人数

を計上

報告対象期間中に、

新たに求職票を受理

した件数を計上

一の求人につき、短時間であっ

ても1人が1日を超えない場合

は1人日、2日にまたがる場合

は2人日となる（例えば、50日

間の雇用期間で2人の求人が

あった場合は50×2で100人

日）

３月末日時点で、

まだ就職しておら

ず、且つ、求職票

が有効期間内であ

る人数を計上

常用…4ヵ月以上の期間を定めて雇用されるものまたは期間の定めなく雇用されるもの

それ以外…4ヵ月以上の雇用であり、無期雇用でないもの

臨時…１ヵ月以上４ヵ月未満の期間を定めて雇用されるもの

日雇…１ヵ月未満の期間を定めて雇用されるもの

プルダウンから選択

常用・臨時・日雇全ての求人の３月末日現在の有

効求人数の合計を人単位でを計上

④⑧離職欄について

・前年度（R6.4.1～Ｒ7.3.31）の常用就職者数のうち、無期雇用就職をした人が対象となる

・無期雇用就職をした人のうち、6ヶ月以内に離職したかどうかの確認を、雇用主（就職した先）に対して行うこと

退職したか不明である場合（雇用主と連絡がつかない、協力を得られない等）は不明にカウントすること

報告対象期間中、従業員に対して行った教育を記載すること

（〇年〇月○日 △△時～△△時まで 教育内容：求人票の受け方について 等）

業務区分ごと、相手国ごとに記載

職種、国は、プルダウンより選択可能

プルダウンから選択

職業紹介責任

者含む

【人材サービス総合サイトでの情報提供について】

事業報告に記載した就職・離職状況や返戻金制度の内容については、人材サービス総合サイトでも情報提供す

る必要があります。

掲載期間は、令和5年10月に、過去2年分から、過去5年分へ改修されております。毎年実績ご入力いただい

ている場合には、入力実績が反映されますので、令和7年度の実績のみ入力ください。

掲載期間（過去5年分）の実績入力が無い場合、指導の対象となりますので、ご留意ください。

掲載にあたっては、新規許可時にお伝えしているログインＩＤ，パスワードが必要になります。

（ID・PWがご不明な場合は当室までご相談ください。）

押印は不要

提出期日：令８年４月３０日（木）

プルダウンから選択


